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令 和 ７ 年 度 税 制 改 正 要 望 事 項 （ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ） 

（金融庁企画市場局総務課保険企画室） 

項 目 名 死亡保険金の相続税非課税限度額の引上げ 

税 目 相続税 

要

望

の

内

容 

死亡保険金の相続税非課税限度額について、現行限度額※に「配偶者及び未

成年の被扶養法定相続人数×500万円」を加算すること。 
※ 法定相続人数×500万円 
 
 
 
 
 
 

 

 平年度の減収見込額  ▲22,957百万円 

(制度自体の減収額) (   － 百万円) 

(改 正 増 減 収 額) (   － 百万円) 

新

設

・

拡

充

又

は

延

長

を

必

要

と

す

る

理

由 

⑴ 政策目的 

国民一人ひとりが準備している死亡保障に対し、税制上の支援として具体的
な措置を講じることにより、国民生活の安心と安定を図る。 

 

⑵ 施策の必要性 

生命保険は被相続人（被保険者）がその死亡によって生じる遺族の経済的負
担に備えるために加入するものであり、死亡保険金は他の相続財産と異なり、
当初から明確に遺族の生活資金として目的付けされているものである。 

 死亡保険金が遺族の生活資金としてその生活安定のための役割を果たしてい
る現状に鑑みれば、世帯主を亡くした配偶者と未成年の子からなる世帯におい
て相続税納付後の生活資金をより確保していくための配慮が必要であることか
ら、本施策は必要である。 

また、平成 27 年１月より相続税の基礎控除が引き下げられたことから、相続
税の課税対象となる者は増加し、遺族の生活資金としての死亡保険金の重要性
も増加している。 
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今

回

の

要

望

（

租

税

特

別

措

置

）

に

関

連

す

る

事

項 

合 

理 

性 

政 策 体 系 

に お け る 

政策目的の

位 置 付 け 

 
Ⅱ－１ 

 利用者の利便の向上に適う金融商品・サービスの提供を実現
するための制度・環境整備と金融モニタリングの実施 

 

政 策 の 

達成目標 

 
世帯主の不慮の死亡に際し、遺族の生活資金の保障を一層高

めることにより、国民生活の安定に資すること。 
 

 

租税特別措

置の適用又

は延長期間 

 
 
恒久措置とする。 

 
 

 

同上の期間

中 の 達 成 

目 標 

 
 

政策の達成目標と同じ。 
 
 

政策目標の

達 成 状 況 

 
 － 
 

有 

効 

性 

要 望 の 

措 置 の 

適用見込み  

 
約 35 万人（令和４年の相続が発生した世帯における配偶者及

び未成年の子の数の推計） 
 

要望の措置

の効果見込

み(手段とし

ての有効性) 

 
30歳代から 40歳代の世帯主の場合、死亡保険金の平均的な加

入金額は 1,700 万円から 2,100 万円（※１）となっており、この金

額は保険契約者（被相続人）の考える最低限必要な遺族の生活

資金相当額と見なすことができる。 

 一方、社会的支援を要する母と未成年の子からなる遺族世帯

においては、家計収支の現状（※２）から、通常の勤労者世帯より

家計が苦しい実態が窺えるところ。 

さらに、相続財産の 39.5％が土地・家屋等の換金性の低い資

産で占められている状況（※３）や平均世帯人員数が減少傾向（※４）

となっており現行の非課税限度額（法定相続人数×500 万円）と

遺族世帯が最低限必要な生活資金である死亡保険金の平均的な

加入金額（1,700万円～2,100万円）（※１）との間に差異がある状

況に鑑みると、母と未成年の子からなる遺族世帯に対して、相

続税納付後の生活資金を確保していく措置が必要になるものと

考えられる。 

 本要望は、こうした趣旨を実質的に担保しようとするもので

あり、政策の達成目標に照らし、有効な手段と考える。 

（※１）「令和３年度 生命保険に関する全国実態調査」（生命保険文化センター） 

 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳 

普通死亡保険

金
額（平均） 
1,793万円 1,945万円 1,964万円 2,040万円 

 

（※２）「令和５年 家計調査」（総務省）（１ヶ月ベース） 

 実収入（①） 実支出（②） 収支（①－②） 

母子世帯 312,358円 274,888円 37,470円 

勤労者世帯 608,182円 432,269円 175,913円 
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（※３）「国税庁統計情報（令和４年度）」 

 土地・家屋等（A） 課税価格合計（B） （A/B） 

取得財産価額 8,177,994百万円 20,684,003百万円 39.5％ 

 

（※４）「令和４年 国民生活基礎調査の概況」（厚生労働省） 

 昭和 61年 令和４年 

平均世帯人員数 3.22人 2.25人 
 

相 

当 

性 

当該要望項 

目以外の税

制上の措置 

 
 
なし 

予算上の 

措置等の 

要求内容 

及び金額 

 
 
なし 

 
 

 

上記の予算 

上の措置等 

と要望項目

と の 関 係 

 
 
 － 
 
 

要望の措置 

の 妥 当 性 

 
相続税納付後の生活資金を確保するための措置としては、予

算その他の措置によるものよりも、死亡保険金の相続税非課税
限度額を引上げる税制上の措置によるのが妥当である。 
 

こ
れ
ま
で
の
租
税
特
別
措
置
の
適
用
実
績
と
効
果
に
関
連
す
る
事
項 

租税特別 

措 置 の  

適用実績 

 
本措置の適用による減税額（推計） 

 ・平成 30年 60,478百万円 

 ・令和元年  58,393百万円 

 ・令和２年  64,857百万円 

  ・令和３年  75,682百万円 

 ・令和４年  90,434百万円 
 

※非課税限度額は、500万円で計算。 

※国税庁統計年報の相続税課税実績に基づき、生命保険金等の取得財産価額がある被

相続人のみを対象として推計したため、当該非課税措置を適用することで取得財産価

額に生命保険金等が含まれなくなった者は除く。 
 

 

租特透明化

法に基づく

適 用 実 態 

調 査 結 果 

 
 
 － 

租税特別措

置の適用に

よ る 効 果 

(手段として 

の有効性) 

 

生命保険については、遺族の生活資金をまかなう手段と考え

ている人が約５割（※１）いる中、以下のとおり、遺族が被相続人

の死後に直面する経済的負担に備えるために活用されている実

態がある。 

① 死亡保険金の非課税措置を適用している相続人の取得財産

に占める死亡保険金の割合は約 6.5％であるが、現預金及び
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退職手当金等の合計額（約 4,700 万円）と、相続税額及び債

務等の合計額（約 4,600 万円）がほぼ同水準であること（※２）

から、死亡保険金が遺族の生活資金等としての役割を果たし

ている。 

② なお、生命保険金等の取得財産価額がある被相続人（※３）に

ついても、加入目的等に関する調査結果において、「万一の

ときの家族の生活保障のため」は 52.4％である一方で、「相

続および相続税の支払いを考えて」は 1.6％に過ぎない状況

であり、主として生活資金等の確保を目的として加入したも

のであると考えられる（※４）。 

こうした活用実態を踏まえれば、死亡保険金の一部に非課税

措置が適用されることを通じて、国民生活の安心と安定に寄与

している。 
（※１）「令和３年度 生命保険に関する全国実態調査」（生命保険文化センター） 

（※２）死亡保険金の非課税措置を適用している相続人に係る取得財産の内訳 

出典：「平成 18年度決算検査報告」（会計検査院） 

（※３）国税庁統計情報（令和４年）より算出したところによれば３分の１。 

（※４）「令和３年度 生命保険に関する全国実態調査」（生命保険文化センター） 

 

  
相続財産 

全体 

内訳 

債務等 
相続 

税額 
現預金 

等 

死亡保 

険金等 

退職手 

当金等 

有価 

証券 土地等 その他 

価額 

(千円) 
212,111 41,560 13,747 5,248 19,661 
97,301 34,594 25,299 20,667 

割合 

(％） 
100.0 19.6 6.5 2.5 9.3 45.9 16.2   

前回要望時 

の達成目標 

 
世帯主の不慮の死亡に際し、遺族の生活資金の保障を一層高

めることにより、国民生活の安定に資すること。 
 

前回要望時 

からの達成

度及び目標

に達してい

ない場合の

理 由 

 
 
 － 
 
 

これまでの 

要 望 経 緯 

 
昭和 63 年に法定相続人一人当たり 250 万円から 500 万円に引

き上げられた。 
 本要望については、平成３年度税制改正より継続して要望し
ている。 
 

 


